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論 文 内 容 要 旨	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 我が国生活排水の処理は，下水道，農業集落排水施設，浄化槽等様々な施設によって進められ，施設の整備
率である汚水処理人口普及率は平成 28 年度末に 90％を突破した．しかし，実際の処理人数をベースとした汚水


























ータより算出し，可視化した．その結果，平成 27 年度において，未普及人口が 1,300 万人の内訳は単独処理浄






ることが明らかになった．また，未処理に占める未利用の割合が年々増加しており，平成 26 年度には 31％まで
上昇していること，その直接的な原因である集合処理施設の未接続率は，一人当たりの管路延長が長いほど大き
くなること，未接続率が 10％を下回るのには供用開始後 30 年程度要すること等を明らかにした． 
単独処理浄化槽に関しては平成 13 年に原則新設が禁止されて以降，年々利用人口が減少してきたものの未だ



































がある人口密度P 以上のメッシュは集合処理，低いメッシュは分散処理（5 人槽）で整備する．	  
シナリオ３： 計画区域をシナリオ②の通り見直すが，分散処理で整備する区域の分散処理方法としては 5 人槽，












	 シナリオ３については，5 人槽だけで整備を行う場合と 50 人槽を適切に組み合わせて整備する場合の年間費用
を比較し，大きなコスト削減効果があることを明らかにした． 
	 すなわち，人口増加時代の生活排水処理対策である集合処理の区域拡張と分散処理の普及から，汚水処理人口
普及率 90％，人口減少時代に適応した対策へ転換を図るため，前章で提案した以下の3 つの対策の有効性が，上
記結果からも検証された． 
	 第６章「総括および展望」では，我が国の生活排水処理システムの課題を可視化し，将来の人口減少を踏まえ
た生活排水処理施設の未普及問題，未利用問題の解消の手法を提案し，その経済的有効性を評価した本論文の知
見を総括した． 
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